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研究成果の概要（和文）： 本研究では、重症心身障害児(者)（重症児と略す）の在宅ケアを

支援するために ICT システムを導入し、3 つの情報ネットワーク基盤を設定して実証運用を行
った。情報ネットワーク基盤は、1)家族の職場からの見守り支援、2)重症児施設によるケアホ
ームでの地域生活支援、3)特別支援学校からの教育支援を目的とし、併せて重症児施設による
医療支援も行われた。その結果、見守り基盤は患者の体調を把握するうえで大きな助けとなる
ことが示され、家族に安心感をもたらした。地域生活基盤は健康管理を支えるのみならず、利
用者の地域生活を促すために有用であった。教育基盤は居宅での訪問教育と教室での学習を一
体化できる可能性が示唆された。 
 
研究成果の概要（英文）：  This experimental study of an ICT system was performed on three different 
types of information network platforms to support in-home care for persons with severe motor and 
intellectual disabilities (SMID). The information network platforms aimed to provide 1) monitoring 
from the family’s workplace, 2) community life support in home care from the residential institution for 
persons with SMID, and 3) educational support from the school for special needs education, in addition 
to medical care support in each platform. The monitoring platform was found to be useful for watching 
the patient’s condition and giving the family a sense of security. The home care platform is useful not 
only to support health care but also to facilitate the patient’s community life. The educational platform 
enabled education through home visits to integrate into learning in the classroom. 
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
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研究分野： 総合領域 
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キーワード： 健康・福祉工学、情報システム、医療・福祉、リハビリテーション 
 
１．研究開始当初の背景 

20 世紀後半に始まった情報革命は 18 世紀
の産業革命にも比肩するといわれ、急速に発
展 し た コ ン ピ ュ ー タ ・ 情 報 通 信 技 術
（Information Communication Technology: 
以下、ICT と略す）が社会や生活のあり方に

劇的な変化をもたらした。しかし、高齢者や
障害者対策への ICT の活用に着目すると、現
在でもその恩恵に十分浴しているとはいい
難い。すなわち、高齢者対策では、対象とな
る人数も多いことから、国や地方公共団体の
補助金事業が推進され、ICT を利用した地域
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高齢住民の在宅療養支援、健康維持・増進支
援が試験研究的に数多く試みられた。こうし
た研究事業の多くは機器システムの完成を
みたものの、補助金の終了に伴って運用が中
断され、継続的、実用的に利用されることは
ほとんどなかった。一方、障害者対策では、
特に肢体不自由や視覚・聴覚障害などの身体
障害者の日常生活や社会参加の支援に ICTを
活用する研究・事業が始まっており、一定の
成果がみられる。しかし、重症心身障害児
(者)（重症児と略す）の在宅ケア支援に関す
る系統的な研究・事業は未だ皆無といっても
過言ではない。 

全国の重症児数は約 39,000 名と推計され
ており、約 13,000 名が専門の「重症児施設」
の入所者である。重症児施設は、児童福祉施
設最低基準第 72、73 条の規定によって、児
童福祉施設であるとともに医療法に基づく
病院でもある。すなわち、重症児施設におい
ては医療・生活・教育サービスが渾然一体と
なって、他のいかなる施設や病院にもない幅
広いサービスが提供されている。一方、2 倍
の 26,000 名は居宅で家族によってケアされ
ている。重症児の在宅ケア傾向は 10 数年前
から指摘されており、それは重症児施設によ
る定期的な医療管理や緊急時の対応などに
よって支えられてきた。しかし、居宅での医
療管理や生活介護は介護者にとって負担が
大きく、困難であり、また、そうした在宅ケ
アの水準は重症児施設でのそれと比べ格差
がある。 

そこで、著者らは 10 年前に ICT を利用し
た重症児の医療・生活支援の研究に着手した。
そこではまず ISDN（Integrated Services 
Digital Network）回線を使用して音声・映
像（テレビ電話）と 7項目のバイタル信号を
双方向に伝送する ICT システムを開発した。
そして、北海道療育園が支援域とする北海道
道北地区の在宅重症児と家族の協力を得て、
1 居宅 1 年間の運用を目途に約 5 年間にわた
って 12居宅で実証運用を行った。その結果、
ICT システムを利用した在宅支援は極めて有
用であることが明らかとなったが、主として
以下の 3 つの問題点が示された。すなわち、
1)この機器システムの購入には施設機器約
300 万円および居宅機器約 200 万円を必要と
し、重症児居宅へ導入するためには極めて高
価であった。また、2)当時全国何れの地域で
も利用可能なデジタル回線は 64kbps の ISDN
回線のみであったため、十分な通信速度を確
保できなかった。さらに、3)バイタル信号の
測定には病院用のベッドサイドモニターを
援用したために測定項目（血圧、血中酸素飽
和度、脈拍数、心電図、心拍数、呼吸数、体
温）が多く、必ずしも必要でない測定も含ま
れていた。そのため、重症児の在宅ケアに特
化し、実用化に向けた検討と改良の必要性が

指摘された。 
 
２．研究の目的 
本研究では、重症児施設で提供される医

療・生活・教育など各種のサービスを可能な
限り居宅でも受けられることを目指し、ICT
を活用した実用型の機器システムを検討し、
これが効果的に活用される包括的な情報ネ
ットワーク基盤を構築して、その実証運用と
評価を行い、重症児の在宅ケア対策に資する
ことを目的とした。 
 
３．研究の方法 
(1) ICT 機器システム 
重症児は多くが日常的に医療的管理を必

要とする人たちであり、時には急に健康状態
が悪化することがある。そのため、ICT を利
用した在宅ケア支援においてはバイタル信
号をモニタリングする機能は重要である。し
かしながら、これまでの研究成果から、「比
較的健康状態が安定した在宅重症児」では、
生活支援や簡単な診療であればテレビ電話
（音声・映像機能）のみで要望を満たすこと
ができることが示唆された。一方、「健康状
態が不安定な在宅重症児」に対してはバイタ
ル信号のモニタリングは不可欠であるが、そ
の人数は前者と比べて少ないと思われる。そ
こで、バイタル信号のみを扱う ICT 機器を考
え、必要に応じてテレビ電話と併用するシス
テムを想定した。このような検討の後、高速
ひかり電話網によるテレビ電話を中心とし
た機器システムを導入することとした。 

具体的には、マイク、スピーカ、カメラ、
ディスプレイが一体となったNTT製テレビ電
話：フレッツフォン VP1000 を利用した。音
声機能に関しては、エコーキャンセラ（反響
防止装置）が内蔵されたマイクとスピーカに
よってハンズフリー通話ができる。映像は 30
万画素の小型ビデオカメラによって撮影・送
信され、一方、受信映像は 8インチの液晶デ
ィスプレイに表示される。また、液晶ディス
プレイの映像は接続ケーブルによって外部
のテレビにも映すことができるので、希望す
る大きさの映像としてみることもできる。こ
のテレビ電話をそれぞれ重症児居宅および
支援機関に設置し、その間を「Bフレッツ網」
と呼ばれるNTTの高速ひかり電話回線で接続
した。 
 
(2) 情報ネットワーク基盤と実証運用 
全国 3つの地域（北海道、滋賀県、京都府）

の重症児居宅２箇所、重症児施設 3施設、特
別支援学校１校、ケアホーム１施設の協力を
得て、医療・生活・教育にわたる 3つの支援
基盤を設定して、実証運用を実施した（図 1）。
対象児(者)は居宅生活が 2名、ケアホーム生
活が 3名であった。なお、ここではケアホー



ムでの生活者も含めて在宅者と総称する。 
 

 
図 1 3 つの支援基盤と構成 

 
①見守り・医療支援基盤 

見守り・医療支援基盤は、美幌療育病院（北
海道網走郡）、重症児居宅、父親の職場の 3
個所から構成された。美幌療育病院は同一法
人の北海道療育園とともに北海道道北地域
の重症児療育を担っている。本研究では美幌
療育病院の支援域にある在宅重症児を対象
にテレビ電話による遠隔医療支援を行った。
また、この症例の介護者（父親）は昼間近隣
の自営商店へ勤務しているため、職場にも同
じテレビ電話を設置して「見守り」として利
用した。職場は居宅の比較的近隣にあり、そ
の距離は約 2km であった。 
 
②地域生活・医療支援基盤 

地域生活・医療支援基盤は、滋賀県大津市
のびわこ学園と当学園が運営するケアホー
ム大平の 2箇所から構成された。びわこ学園
は 2007 年 4 月比較的近隣の大津市大平地区
に共同生活介護事業：ケアホーム大平を開設
し、現在重症児 1 名（大島の分類 4）と重度
知的障害者 2 名（大島の分類 5）の地域生活
支援を行っている。ICT システムは地域での
重症児の新しい支援策の一助として、急変時
の対処、日常の健康管理、生活介護の相談や
助言、介護職員の業務連絡などに利用した。
すなわち、この基盤は重症児施設が地域生活
のみならず医療をも遠隔から担おうとする
重層的な支援基盤である。 
 
③教育・医療支援基盤 

教育・医療支援基盤は、京都府立向日が丘
支援学校（長岡京市）、国立病院機構南京都
病院（城陽市）、重症児居宅の 3箇所から構
成された。現在、通学が困難な重症児に対す
る教育支援として訪問教育が週数日行われ
ている。本研究では、教室と居宅をテレビ電
話で接続し、教室と居宅が一体となった遠隔
授業を実施した。複数の生徒を対象とした教
室でのテレビ電話授業では 8インチの表示画
面は相対的にサイズが小さく、また、居宅で
も多数の生徒の姿を見分けることができな
い。そのため、双方ともテレビ電話の映像を
26 インチ以上の外部テレビに入力して拡大
した。また、重症児は常に医療的な管理が必
要な人たちであり、そのことは居宅児のみな
らず、学校へ登校する重症児についても想定
される。そこで、京都南病院にもテレビ電話
を設置し、居宅および学校における遠隔医療
を担うこととした。 
 
４．研究成果 
(1) ICT 機器システム 
本研究では、NTT のテレビ電話や電話回線

網を導入したが、その最大の理由は機器の導
入・維持や情報セキュリティを確実にするた
めであった。すなわち、テレビ電話について
は、一般家庭で使用されることを前提として、
通常の電話のように小型で一体型の機器を
要件とした。また、遠隔地を含めた全国いず
れの場所でも購入でき、設置工事ができるこ
とや直接取り扱いの説明が受けられること
が必要である。さらに、回線や機器に不具合
や故障が起きた際にも、近隣から迅速に対応
を受けられる状態を確実にしてことが重要
である。その意味においても、全国いずれの
場所でも購入・設置・維持が可能な NTT 製の
テレビ電話：フレッツフォン VP1000 を利用
することにしたのである。その結果、こうし
たハードウエアに関する問題は全く起きず、
順調に実証運用を進めることができた。なお、
本研究で導入したテレビ電話より機能が豊
富で安価な機器もみられるが、特に中小やベ
ンチャー企業からの製品の場合には機器の
生産やメンテナンスが常に保障されるもの
ではない。研究的に試用するのであればそれ
ほど大きな問題になることはないが、実用的
な普及を考えると、こうした点も選択の要件
となった。 
通信ソフトや情報セキュリティに関して、

現在インターネットを利用した簡易テレビ
電話ソフト（Yahoo Messenger、msn メッセン
ジャー、Skype など）が提供されており、Web
カメラを設置し、指定のソフトウエアをイン
ストールすれば、比較的簡便に無料で利用す
ることができる。しかし、それらのサービス
は通常インターネットを利用する水準での
セキュリティである。そのため、自分自身の



責任においてセキュリティに対応すること
が必要であり、誰でも一般的にということは
難しい。重症児の個人的な医療情報や生活情
報が通信される今回の場合、情報セキュリテ
ィに特に配慮しておかなければならない。そ
こで、本研究では、若干回線使用料（電話料
金）が発生するが、情報セキュリティが保障
されている NTT の電話回線：B フレッツ網を
利用することにした。なお、B フレッツは高
速ひかり電話網であるが、現状では全国各地
を全て網羅しているわけではない。そのため、
一部 Bフレッツ網より通信速度の遅いフレッ
ツ ADSL 網も利用したが、安定した映像と音
声か確保できた。 

購入や維持の経費について、フレッツフォ
ン VP1000は10万円以下で入手できた。当初、
我々が開発した居宅用の ICT 機器が約 200 万
円であったことを考えると、一般に購入可能
な範囲の費用であった。また、回線網の利用
料（電話料金）は月額 6,000～7,000 円であ
り、さらに通話時間に関係なく一定料金（定
額料金制）であるため、概ね実用の範囲と考
えられた。今後、障害者対策の一つとして制
度や経費の法的な整備が行われて、公的な援
助が得られるようになれば、ICT を利用した
在宅支援がさらに促進すると考える。 
 
(2) 情報ネットワーク基盤と実証運用 
①見守り・医療支援基盤 

実証運用は 1年 2ヶ月間実施された。保護
者の職場（個人経営の店舗）からの「見守り」
では、ショートステイ、入院時、職場の休日
を除き、営業時間の概ね 16 時から 20 時の間
ほぼ毎日利用された。具体的には、まず職場
のテレビ電話の映像によって、居宅の対象児
が目覚めているか睡眠中かを確認した。睡眠
中は職場の接客の声や周囲の雑音が居宅の
スピーカからでないように、職場のマイクを
切断状態にした。目覚めている時にはマイク
を接続状態にして、互いの顔を見合わせなが
ら声がけをした。重度の障害のために会話は
困難であったが、機嫌の良い時はニコニコと
表情豊かに反応した。また、映像を通して対
象児の状態や周囲の様子を見守り、特に吸引
チューブが外れてむせ込んだ時には、急ぎ居
宅へ戻って対応した（職場と居宅の距離：約
2km）。 

介護者からは今後の課題や要望として以
下のコメントが得られた。現在はテレビ電話
が有線で接続されているが、無線 LAN（無線
接続）を導入して居宅テレビ電話の設置が自
由にできれば、職場での見守りがよりもきめ
細かくできるようになり、さらに安心して仕
事ができる。また、現在のテレビ電話は設定
（固定）された場面しか映らず、吸引チュー
ブが見づらいことがあるので、職場からカメ
ラの角度を遠隔操作できたら望ましい。また、

外出しなければならない時に、テレビ電話機
能が付いた携帯電話を使用して出先からの
見守りが可能になれば便利である。全体的な
感想としては、テレビ電話による見守りが大
きな安心感をもたらし、日々の生活に欠かせ
ないものになったとのことであった。 
一方、美幌療育病院による医療支援につい

ては、両者間の時間的な制約からあまり利用
されなかった。また、対象となった重症児の
医療・健康管理が当該施設ではなく、主とし
て地域の基幹病院で行われていたことも要
因として考えられた。 
 
②地域生活・医療支援基盤 
実証運用は 2年 6ヶ月間実施された。運用

は当初週に数回を想定したが、重症児施設
（びわこ学園）側担当者の業務の都合もあり、
必要に応じての利用となった。その結果、利
用頻度は週に 1回程度であった。実証運用の
結果、テレビ電話を通してケアホーム利用者
の日常生活の活気や意欲、発熱や筋緊張の程
度など体調を推し量ることができた。特に夜
間の生活の様子や表情を知ることができた
こと、医療的な側面として便秘や受診の指示
などができたことは有用であった。また、転
倒事故などの緊急時に、介護者のみでは受診
の判断が困難であったとき、テレビ電話によ
って速やかに適切な対応がとれた。利用者側
からは、テレビ電話による施設職員との会話
によって安心感が得られ、また、自分の姿（頑
張っている様子）を伝える機会となったこと
は日々の活動への意欲につながったとの感
想が得られた。 
技術的な課題として、テレビ電話の画面が

暗いため、顔色、浮腫等の色調による診断は
困難であったこと、全体の様子は把握できる
が、局所の詳細は困難であったことが指摘さ
れた。また、運用上の課題であるが、今回は
施設からケアホームへの一方的な接続を中
心とした。一方向の通信ではなく、自由に双
方向通信を可能にすることがさらに施設ス
タッフ、利用者双方の安心感につながるとの
感想が聞かれた。全体として、重症児施設と
ケアホームがテレビ電話でつながることは
利用者の安心感を生み、また、利用希望者に
対してもケアホーム生活の抵抗感を低減し、
入居の促進につながることが期待された。 
 
③教育・医療支援基盤 
実証運用は 2年 6ヶ月間実施された。テレ

ビ電話の接続は特別支援学校と重症児居宅
間で授業期間中（夏、冬、春休み期間を除く）
に週数回の頻度で行われた。そこでは特別支
援学校での授業と居宅での訪問教育が同時
進行で行われ、互いに臨場感をもって遠隔授
業を享受できた。普段は顔を合わせることの
ない両生徒が同じクラスメイトであるとい



った一体感も生まれた。また、訪問教育に先
立って担当教員と保護者との打合せが容易
となり、特に居宅生徒の体調を含め、家族と
の連絡がお互いの映像を見ながらより詳細
にできたことは有用であった。 

こうした課題学習だけでなく、居宅生徒に
対して全く行われてこなかった朝の会や終
わりの会などの学校行事への参加がテレビ
電話を通して可能となった。また、家族参観
日にはテレビ電話を通じて居宅生徒や保護
者も参加することができ、他の生徒の保護者
との交流も可能となり、遠隔授業の意義を広
く知らせる機会となった。さらに、修学旅行
は学校教育の大きな行事であるが、重症児が
これに参加するためには医療管理に十分留
意しなければならない。そこで、保護者、医
療機関の主治医、学校がテレビ電話を活用し
て密接な連携をとり、今回これを実施するこ
とができた。こうしたエピソードは、障害児
教育分野への ICTの利用が単に遠隔授業に止
まることなく、生徒の健康・医療管理や生活
支援さらには社会参加支援にも役立つこと
を証明したといえる。 

南京都病院と重症児居宅を結んだ定期的
な医療支援に関してはほとんど利用がなか
った。その理由としては、当該居宅が病院の
比較的近隣であったあったこと、病院でのテ
レビ電話の設置場所が医局から離れていた
ことなど物理的要因が確認された。今後、利
用環境を整備すれば、その運用や意義を促す
ことができると考えられた。 
 
(3) まとめ 

本研究では、在宅重症児の医療管理・生活
介護・教育を支援するために、NTT 製テレビ
電話：フレッツフォン VP1000 を利用した ICT
システムを導入した。その結果、著者らが 10
年前に使用したICTシステムの問題点 [機器
の購入経費（数百万円から 10 万円程度）、
通信回線の速度（ISDN 回線から高速ひかり回
線）] を解決でき、技術的な面での実用化の
可能性を明らかにできた。また、3 つの情報
ネットワーク基盤を設定して実証運用を行
い、ICT システムが医療支援のみならず生活
活動や教育などの社会参加への支援に有用
な役割を果たすことが示唆された。今後は、
この研究成果を重症児家族、重症児施設、地
域福祉機関、特別支援学校などに広く公開し、
ICT による在宅支援の普及やそのための多様
な情報ネットワークの構築を促したい。 
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